
 

 
 

２０２３年５月１７日 

損害保険ジャパン株式会社 

 

 
生物多様性保全活動「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」の今後の展開 

～「３０ ｂｙ ３０」達成に向けて～ 

 

 
 損害保険ジャパン株式会社（代表取締役社長：白川 儀一、以下「損保ジャパン」）は、２０１１年から、 

認定特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター（代表理事：萩原 なつ子、以下「日本ＮＰＯセンター」）、地域の 

ＮＰＯ支援センター、環境ＮＰＯと協働で、市民参加型の生物多様性保全活動を行う「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ  

プロジェクト」を全国で展開しています。この活動は開始から１０年を超え、多くのステークホルダーの皆さま 

と、延べ３００種を超える希少種の保全に取り組んできました。 

２０２２年１２月には、カナダ・モントリオールで開催された生物多様性条約ＣＯＰ１５において、 

「愛知目標」の後継となる、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択され、新たな世界目標等が決まり 

ました。日本ではこの内容を反映した「生物多様性国家戦略２０２３-２０３０」が２０２３年３月に決定され、 

２０３０年までに陸域・海域それぞれの３０％以上を保全する「３０ ｂｙ ３０」目標等が組み込まれました。 

このように生物多様性分野は大きな節目を迎えており、生物多様性の損失を食い止め、回復に向けた道筋をつけて 

いく、いわゆるネイチャーポジティブを実現する機運が高まっています。 

そこで「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」においては、これまでの取組みを進化させ、「３０ ｂｙ ３０」 

に貢献するなど、ネイチャーポジティブの実現に向けた取組みを展開していきます。 

 

 
 
１．「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」の概要 

保険のご加入時に、お客さまにＷｅｂ約款・Ｗｅｂ証券を選択いただいた場合や自動車事故の修理時に 

リサイクル部品などを活用いただくことにより、削減できたコストの一部を活用して寄付を行い、日本ＮＰＯ 

センター、地域のＮＰＯ支援センター、環境ＮＰＯと協働で、市民参加型の生物多様性保全活動を行う 

プロジェクトです。 

このプロジェクトは、市民の皆さまに身近な自然環境に関心を持っていただく機会を提供するとともに、企業と 

ＮＰＯが市民の皆さまと協働で環境保全活動を実施することで「いきものが住みやすい環境づくり」を目指し、 

ＣＯＰ１０による「愛知目標」が策定された翌年の２０１１年からスタートしました。 

 

２．これまでの取組みの成果（社会への広がりとつながりの構築） 

１０年を超える取組みを通じて、生物多様性保全に向けた活動を全国で展開し、これまでに延べ３００種を 

超える希少生物種の保全活動を行うと共に、その活動を通じて参加者への普及啓発、環境団体の基盤強化、地域の 

ネットワーク構築等、様々な価値創出につながっています。 

２０２３年３月までに延べ１，０１５回のイベントを開催し、参加者数は６２，０００人を超えました。 

 



３．２０２３年度（２０２３-２０２４）第Ⅴフェーズ（発展期）の展開 

「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」では、これまでの活動に、下記観点を加えた取組みを展開し、 

「３０ ｂｙ ３０」への貢献や、ネイチャーポジティブの実現に、積極的に取り組みます。 

（１）生物多様性の損失と気候変動への統合的対応につながる「Ｅｃｏ－ＤＲＲ（生態系を活用した防災・減災）」 

の浸透・促進に資する活動支援 

（２）「ＯＥＣＭ（国立公園などの保護区以外で、生物多様性に資する地域）」の推進に寄与する「自然共生サイト」 

への申請プロセスの支援 

 
４．今後について 

これまでに「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」で取り組んできた生物多様性保全の活動やフィールドは、 

「昆明・モントリオール生物多様性枠組」や「生物多様性国家戦略２０２３-２０３０」が示す方向性と合致する 

ものです。さらに進化した取組みを、あらゆるステークホルダーと実践することを通じて、生物多様性分野の課題 

や解決策について、市民社会への理解浸透を図っていきます。 

 

以上 

 

 

 


